
 

 

１ 支援内容 

① 助成金支援  

対   象 
令和４年４月１日から令和７年３月 31日の間に事業承継し、事業承継を

契機として新規事業展開に取り組む都内中小企業（個人事業者含む） 

助成限度額 800万円 

助 成 率 

助成対象経費の２／３以内 

※賃金引上げ計画を策定した場合３／４以内 

うち、小規模企業は４／５以内 

助成対象期間 交付決定日から最大１年間 

助成対象経費 

新規事業展開に必要な経費 

（例：原材料・副資材費、機械装置・工具器具費、委託・外注費、 

設備導入費、システム導入費等） 

 

② アドバイザー派遣  

上記①で採択された事業者を対象に、専門家を派遣し、当該取組の実施に係る改善点や更なる事

業展開に向けたアドバイスを実施（１社２回・無料） 

 

２ 申請受付期間等 

第２回 令和７年 11月１日（土）9：00 ～11月 30日（日）16：00まで 

 

・申請方法等の詳細については、以下のＨＰをご確認ください。 

（公財）東京都中小企業振興公社ＨＰ「事業承継を契機とした成長支援事業」 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/shokei-seicho/index.html 

【問合せ先】 

■事業全般に関すること      

産業労働局商工部経営支援課 

電話 03-5320-4785 

■申込・事業詳細に関すること 

(公財)東京都中小企業振興公社  

事業承継を契機とした成長支援事業事務局 

電話 03-5244-426７ 

令 和 ７ 年 ９ 月 1 0 日 

産 業 労 働 局 

 (公財)東京都中小企業振興公社 

 

 

 

 
 

 

 

 

   

 

 

事業承継を契機として新たな事業展開を行う都内中小企業の取組を後押しします！ 

～ 令和７年度 事業承継を契機とした成長支援事業 ～ 

東京都及び（公財）東京都中小企業振興公社は、「事業承継を契機とした成長支援事業」を令和７年

度から実施しています。 

本事業は、更なる企業の成長を目指す後継者が取り組む新規事業展開を支援することにより、都内

中小企業の事業承継を後押しするものです。 

令和７年度第２回募集の申請受付についてお知らせいたします。 

 概  要 

    

本件は「2050 東京戦略」を推進する取組です。 

 

戦略 13 産業「事業承継・技術を守る」 

 

 

▲2050 東京戦略 

 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/shokei-seicho/index.html
https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/basic-plan/2050-tokyo

